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 　令和　　年　　月　　日
	監督員
	係　員
	係　長
	課　長

	
	
	
	
	

	 決　裁
 　令和　　年　　月　　日
	
	
	
	


	 
                 現場代理人

                 主任技術者
    北九州市長

                                         　　　　　　　　令和      年     月     日

  
　 　　　　　　　　　　　　       　所   在   地　　北九州市○○区XXX町三丁目１０番１２号
　　 　　　　　　　　　　　　       　商号又は名称　　○○電機株式会社
　　 　　　　　　　　　　　       　氏        名　　代表取締役　△△　△△ 　印

  
    　下記工事の現場代理人及び主任（監理）技術者を定めた（変更した）ので、

北九州市工事請負契約約款第10条１項の規定に基づき通知します。 

	工事名
	

	工事場所
	北九州市○○区XXX四丁目６番１号


	契約金額
	

	工期
	令和元年4月1日　から　令和 2年3月31日　まで

	現場代理人氏名
	

	主任技術者

監理技術者

※主任・監理技術者いずれかを○で囲む。
資格
	
          第  7 条第2号（        ）

          第１５条第2号（        ）

	専門技術者氏名
資格
	
 建設業法 第  7 条第2号（        ）該当

	選任技術者を

変更する理由
	

	 摘           要

　    
	


（注）・裏面の「記載要領」に従い記載すること。

・共同企業体の場合は、「共同企業体構成員技術者届出書」を添付すること。

・現場代理人、主任技術者(監理技術者)について、入札日等以前３ヶ月以上の雇用関係を証す
る書類(健康保険被保険者証等の写し)を添付すること。専門技術者を選任した場合も同様に
添付すること。
(記載要領)

 eq \o\ad(現場代理人,　　　　　　)
主任技術者
1「現場代理人氏名」

　　　工事現場に常駐し、運営及び取締りを行い、工事の施工に関する一切の事務（請負代金の請求・受領、契約解除等を除く。）を処理する者の氏名を記入する。

2「主任技術者(監理技術者)氏名・資格」

　　(1)主任技術者

　　　建設業法（昭和24年法律第100号。以下「法」という。）第26条第1項の規定により置く

　　こととなる技術者を記入すること。(   )は、法第7条第2号のいずれかの資格区分を記入。

　　(2)監理技術者

　　　法第26条第2項の規定により置くこととなる技術者を記入すること。(   )は法第15条第2号のいずれかの資格区分を記入すること。

3「専門技術者氏名・資格」

　　　法第26条の2の規定により置くこととなる技術者を記入すること。(  )は法第7条第2号のいずれかの資格区分を記入すること。

　　　専門技術者を設置した場合は、管理の対象となる工事名を摘要欄に記入すること。

4特定建設工事共同企業体の場合は、代表者の現場代理人・技術者は選任通知書に記載し、他の構成員の主任技術者については、「共同企業体構成員技術者届出書」に記載して提出のこと。
5 請負者との雇用関係・期間を証するため、入札日等以前３ヶ月以上の健康保険被保険者証（写し）又は雇用保険被保険者証（写し）を添付すること。請負者が個人事業主等で保険者証がない止むを得ない場合は、雇用証明書を添付のこと。

※「主任技術者」「監理技術者」「専門技術者」は、市へ届け出た「技術者カード」（市に登録のある者）の中から選任してください。

 eq \o\ad(現場代理人,　　　　　　)
主任技術者
1「現場代理人」

　　 現場代理人、主任技術者（監理技術者）及び専門技術者が同一人でないときは１人につき

１枚で作成すること。

2「請負者との関係」

　　 事業所の役員、従業員等と記入してください。

3「法令による免許等」、「最終学歴」、「職歴」

　　 次の区分の該当する部分だけを記入すること。

　(1)「法令による免許等」

　　　 技術者の資格が、法第7条第2号ハ、同法第15条第2号イ、又はハによって認められて

　　 いる場合に記入する。資格者証の写しを添付すること。

　(2)「最終学歴」

　　 技術者の資格が、法第7条第2号イによって認められている場合に記入する。

　(3)「職歴」

　　　 技術者の資格が、法第7条第2号イ又はロにより実務経験により認められている場合は、その実務経験が規定に足りることが確認できるように記入すること。

4 特定建設工事共同企業体の場合は、代表者が監理技術者又は主任技術者を配置し、他の構成員は主任技術者を配置すること。この場合に、主任技術者は国家資格を有する者であること。

現場代理人等選任通知書を受理してよろしいか。





等選任（変更）通知書





様








  受  注  者


  


  共同企業体


  代  表  者








代表者（受任地がある場合は受任者）の署名の場合は押印不要





○○小学校改修工事
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等選任（変更）通知書








資格等届出書








